2013道本部総合政策局発第215号
2013年２月21日
各　地方本部執行委員長　　様
　　市町村単組執行委員長　　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　　潔
（自治体政策部）
地方交付税法第17条の４を活用した意見提出の取り組みについて

連日の取り組みに敬意を表します。

　さて、道本部総合政策局発第196号（２月８日）で、地方自治法第99条による「自治体財政の確保と地方分権の確立を求める意見書」の議会議決採択の取り組みを提起しておりましたが、２月19日に開催された中央本部「第２回政策担当者会議」において地方交付税法第17条の４を活用した、自治体首長を通じた総務大臣宛て意見書提出の取り組みが提起されました。

　緊急の取り組みではありますが、この意見提出につきましても、発文第196号の議会意見書同様、全自治体での取り組みを進めて頂けますよう、お願いします。
1. 取り組みの主旨 

地方交付税第17条の４の規定において、自治体が交付税の算定方法に対して、総務大臣に対して意見申出ができる「意見申出制度」が設けられています。
さらに、同法第17条の4の2において、総務大臣は自治体から意見の申出を受けた場合において、誠実に処理するとともに、地方財政審議会に報告することとし、総務省が処理件数の状況を公表しています。
地方公務員給与の削減措置は、客観・中立であるべき地方交付税制度に反するものであり、政府に対し、適正な地方交付税措置、算定に改めるようアピールすることを目的としています。

　　（総務省ＨＰ：意見申出制度の仕組み）

　　http://www.soumu.go.jp/main_content/000169207.pdf

　　（総務省ＨＰ：単位費用等に係る意見申出処理内容）

　　http://www.soumu.go.jp/main_content/000154497.pdf

　　

2. 取り組み内容 

各単組は、地方公務員給与費に対し、適切な交付税措置を求める観点から、地方交付税法第17条4の規定に基づく「交付税の額の算定方法に関する意見の申出」制度を活用し、自治体首長を通じて総務大臣に対して意見提出に取り組みます。

3. 取り組み期間 

　　今回の交付税算定に異議を示す観点から、3月末を目途に、自治体首長を通じ意見提出を進めます。

4. モデル意見案 

意見の内容につきましては、自治体の実情に合わせて作成し、その中にモデル意見案を盛り込むこととします。モデル意見案については、（参考様式）を参照して下さい。
5. 取り組み報告

下記報告書により、４月５日（金）までに、道本部自治体政策部へご報告下さい。
6. お問い合わせ

　　　自治労北海道本部　自治体政策部　柳田・高田
　　　　　　TEL　０１１－７４７－３２１１　　FAX　０１１－７００－２０５３
以　上

地方交付税法第17条の４を活用した意見提出の取り組みについて
《報告期限》2013年４月５日（金）必着
《報告先》自治労北海道本部　自治体政策部あて　　　　　FAX：011－700－2053
	単組名
	
	報告者名
	


	意見書提出の有無
	有　　・　　無


· 提出した場合は、有に○を、提出しなかった場合は、無に○を記載して下さい。
	意見書提出日
	２０１３年　　　月　　　日






（参考様式）

平成25年度の普通交付税の算定方法に係る意見

都道府県名　　　　　　　　　
市町村名　　　　　　　　　　
	区　分
	都道府県分･市町村分
	基準財政需要額･基準財政収入額･その他

	
	単位費用･補正係数(経常・投資)
	費(税)目･項目名:消防費他段階補正が行われる費目

	事項名
	「地方交付税の額の算定方法」に関する意見

	意見の内容
	法等義務付けの有(関係法令条項目)･無:

	
	対象地方団体(団体数等):

	
	統計数値の有(統計名)･無:

	
	全国影響額:

	
	内　容




	(処理の結果)
	





























　既に○○（市町村）では、（職員給与の独自削減、職員数の大幅な削減、市町村合併、行政機能のアウトソーシング）など、様々な行革努力を国に先んじて推し進めており、この上、地方固有の財源である地方交付税を削減されれば、住民生活にも多大なる影響が出るような行革を行わざるを得ません。また、地域の賃金水準や経済への影響を考えると、公務員給与削減は、地域の経済を著しく停滞させる要因となります。


地方交付税算定に当たっては、国の政策目的を果たすための手段として算定するのではなく、客観・中立であるべき地方交付税制度の主旨にそって、行政需要に基づき、適正な根拠により算定を行うよう求めます。





参　考





地方公共団体の意見申出制度（交付税法大17条の４）概要





市　町　村





北海道（市町村課）





総　務　大　臣





（交付税の額の算定方法に関する意見の申出）


第十七条の四　地方団体は、交付税の額の算定方法に関し、総務大臣に対し意見を申し出ることができる。この場合において、市町村にあっては、当該意見の申出は、都道府県知事を経由してしなければならない。





２　総務大臣は、前項の意見の申出を受けた場合においては、これを誠実に処理するとともに、その処理の結果を、地方財政審議会に、第二十三条の規定により意見を聴くに際し、報告しなければならない。





公　表





地方財政審議会





※地域の実情と下記の案文を併せて作成する








